
支援事業実施要綱 
 
１ 目 的 

  中国地方におけるＩＣＴの普及促進や高度情報化に対応した地域づくりに寄与する活動に対し

支援することを目的とする。 

 

２ 支援事業 

①電子自治体構築推進に向けての普及活動。 

②総務省などの推進する情報通信関係施策等について、広く国民に普及・啓発ができる活動。 

③中国地域のＩＣＴ利活用を推進し、教育・医療介護健康・働き方・防災・農林水産業・地域ビ

ジネス・観光などの分野において、地域経済の活性化、地域課題の解決が期待できる活動。(例 

示) 

ア セミナー、情報研修会 

イ 講演会、フォーラム 

ウ 展示会 

 

３ 支援条件 

  共催又は協賛。 

 

４ 支援事業費及び支援金額 

 (1)支援事業費は当該年度の会費収入の１５％を上限とする。 

(2)１事業への支援金額は１０万円を上限とし、かつ、主催者団体の支出を超えない額とする。 

 

５ 申込及び報告手続き 

 (1)支援を希望する会員は、計画している企画内容を実施計画書(別紙参照)で事務局に提出する。 

(2)支援を受けた会員は、行事終了後、実施報告書を事務局に提出する。実施報告書には、支出に

係る証憑書類を添付する。 

 

６ 審査及び支援決定手続 

(1)事務局は、実施する行事の目的・実施主体の属性・公開性、並びに懇談会の目的や各年度の事

業との親和性等を勘案して審査を行う。なお、営利を目的とする企業活動の一環と見なされる 

  私企業の行事については、本支援事業の主旨に鑑み、支援は行わない。 

(2)事務局は審査終了後、運営委員長に支援の適否について照会を行う。 

 (3)運営委員長の承認をもって支援を決定する。 

 

７ 支援金額の確定及び支払い 

 (1)実施報告書の提出を受け、支援金額を確定する。 

 (2)支援金額が確定した後、請求書の提出を受け、支払う。 

 

８ 受付期間 

  原則として受付期間は５月１日から５月３１日までとし、受付期間前までに実施する場合は行

事実施日の３週間前までとする。 

 
 
 



 付則 

   この要綱は、平成１６年３月１９日から改正施行する。 

   この要綱は、平成２０年５月１４日から改正施行する。 

   この要綱は、平成２７年６月１日から改正施行する。なお、受付期間については平成２７年 

５月１日からとする。 

 この要綱は、平成２９年６月１日から改正施行する。 

 


